　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年７月１９日
改正ＮＰＯ法ほか寄付税制に係る法律改正について
１　ＮＰＯ法の改正状況
　特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）改正案が，（超党派の国会議員からなる議員連盟を

中心とした）議員立法により平成23年6月8日に国会へ提出され，同6月15日に可決・

成立している。（同6月22日公布／平成24年4月1日施行）

改正ＮＰＯ法は，特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）制度部分の改正と支援税制であ
る認定ＮＰＯ法人部分の改正からなる。この法律改正により，租税特別措置法に規定さ
れていた認定ＮＰＯ法人制度は廃止され，同制度の根拠法が特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）へ移行することとなる。
⑴　ＮＰＯ法人制度の主な改正内容

・　ＮＰＯ法人の活動分野に①観光の振興を図る活動，②農山漁村及び中山間地域の振興を図る活動，③都道府県又は指定都市の条例で定める活動の３分野を追加する。
・　特定非営利活動法人の所轄庁は，その主たる事務所が所在する都道府県の知事（その事務所が一の指定都市の区域内のみに所在する特定非営利活動法人にあっては，当該指定都市の長）とする。
・　認証審査期間について，縦覧期間（２箇月）が終了した日から２月以内で都道府県又は指定都市の条例で定める期間とすることができるものとする。（現行は，縦覧期間を含めて４箇月以内）
・　定款変更の際の届出事項を拡大するなど，認証の柔軟化・簡素化を行う。
⑵　認定ＮＰＯ法人制度の主な改正内容

・　認定ＮＰＯ法人制度をＮＰＯ法に盛り込む。
・　認定事務を国税庁からＮＰＯ法人を認証した都道府県・政令市へ移管する。

・　パブリック・サポート・テスト※（一般からの支持度合いを測るため，総収入金額のうち寄附金総額の占める割合を規定）が免除される「仮認定制度」を導入する。
・　認定取り消しに至るまでの段階的な監督・是正措置を設けるなど，事後チェック体制を整備する。

※　改正ＮＰＯ法では，認定ＮＰＯ法人の認定要件の一つであるパブリック・サポート・テスト（ＰＳＴ）基準について，次のいずれかに適合することとしている。（②及び③が新たに追加されている。）
①　相対値基準

実績判定期間中の経常収入金額の総額のうちに寄附金等収入金額の総額の占める割合が政令で定める割合（５分の１）以上であること。
②　絶対値基準

実績判定期間中の判定基準寄附者（各事業年度において政令で定める額（3,000 円）以上の寄附を行った者）の各事業年度当たりの平均が政令で定める数（100 人）以上であること。
③　個別の条例指定

その事務所が所在する地域の地方自治体から，住民の福祉の増進に寄与する法人として，条例により個人住民税の控除対象として個別の指定を受けた法人であること。

２　関連法の改正状況
　⑴　所得税法等の一部を改正する法律案（所得税法改正法案）
・　平成23年1月25日国会提出済み

・　提出済みの法案から寄付税制等の部分を分離した法案「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法律案」が提出され，平成23年6月22日に可決・成立（同6月30日公布・施行）
【主なＮＰＯ関連内容】
　　・　認定ＮＰＯ法人に対する寄附について，所得税において新たに税額控除を導入する（所得控除との選択制）。
　　　＜控除割合＞　寄附金額の40％（控除限度額：所得税額の25％）
⑵　地方税法等の一部を改正する法律案（地方税法改正法案）

・　平成23年1月28日国会提出済み

・　提出済みの法案から寄付税制等の部分を分離した法案「現下の厳しい経済状況及び雇用情勢に対応して税制の整備を図るための地方税法等の一部を改正する法律案」が提出され，平成23年6月22日に可決・成立（同6月30日公布・施行）

【主なＮＰＯ関連内容】

　　　・　認定ＮＰＯ法人以外のＮＰＯ法人への寄附金であっても，地方自治体が条例において個別に指定することにより，個人住民税の寄附金税額控除の対象とすることができることとする。
　　　・　個人住民税における控除対象寄附金の適用下限額を2,000円（現行5,000円）に引き下げる。
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